
様式第１号（第３条、第５条関係）

報 告 書

　（宛先）
埼玉県知事

提出者

代表取締役 印

個人事業者にあっては、住所

及び氏名（自署又は記名押印）

　平成 28 年度の地球温暖化対策計画を したので、埼玉県地球温暖化

対策推進条例 　の規定により、別添のとおり提出します。

番   号

15 kL/年 

 ㎡）

所 属 部 署

職 ・ 氏 名

電 話 番 号

※整理番号

日本工業規格Ａ列４番

作 成

第 １ ３ 条 第 １ 項

（任　意）地 球 温 暖 化 対 策 計 画

作 成

048-571-0252

平成28年5月10日

鈴木　弘彦

業 種 名

燃 料 等 使 用 量
（ 店 舗 面 積 ）

 年　　月　　日

埼玉県深谷市仲町８番１９号

株式会社鈴木工務所

総合工事業 06

自 動 車 地 球 温 暖 化
対策計画等との関係

前年度の燃料等使用量の原油換算の合計量

（大規模小売店舗の場合は、店舗面積

変
更
の
場
合

変 更 年 月 日

変 更 の 理 由

　　　２　「業種名」及び「番号」の欄には、日本標準産業分類に掲げる中分類の該

埼玉県地球温暖化対策推進条例第３７条第１項第　　　　号該当

連 絡 先

　　  ３　※印の欄には、記載しないこと。

※備　　　考

別紙のとおり

        当するものを記載すること。

※ 受 付 年 月 日

　　　　線で消すことにより特定すること。
注　　１　作成・変更の別及び提出の根拠となる条項については、○で囲むか、二重



様式第３号（第６条関係）

（宛先）
埼玉県知事

提出者

代表取締役 鈴木　弘彦 印

個人事業者にあっては、住所

及び氏名（自署又は記名押印）

　　　　　　平成 27 年度の地球温暖化対策計画に基づく措置の実施の状況について、埼玉県地球温暖化

番 号

kL／年

t-CO2／年

所 属 部 署

職 ・ 氏 名

電 話 番 号

※ 整 理 番 号

日本工業規格Ａ列４番

　　　３　※印の欄には、記載しないこと。

06

別紙のとおり

※備　考

総合工事業

　　　２　燃料等使用量の原油換算合計量及び温室効果ガス（CO2換算）総排出量に係る算出資料を

注　　１　「業種名」及び「番号」の欄には、日本標準産業分類に掲げる中分類の該当するものを

　　　　記載すること。

15

有・無

　　　年　　月　　日

　　　　添付すること。

別紙のとおり

地球温暖化対策実施状況報告書

※ 受 付 年 月 日

連 絡 先

埼 玉 県 地 球 温 暖 化 対 策 推 進 条 例
第 ３ ７ 条 第 ２ 項 に 該 当 の 有 無

温 室 効 果 ガ ス の 排
出 の 抑 制 等 に 関 す
る 措 置 の 実 施 状 況

自 動 車 地 球 温 暖 化
対 策 実 施 状 況
報 告 書 と の 関 係

業 種 名

燃 料 等 使 用 量 の
原 油 換 算 合 計 量

温 室 効 果 ガ ス
（CO2換算）総排出量

048-571-0252

対策推進条例第１４条の規定により、次のとおり提出します。

29

平成28年5月10日

埼玉県深谷市仲町８番１９号

株式会社鈴木工務所



地球温暖化対策計画・実施状況報告（事業者用） 事業者（１）

平成 年度

１　地球温暖化対策事業者の概要

（１）事業者の類別

（２）地球温暖化対策事業者

(Ver.1.00) 日本工業規格Ａ列４番

埼玉県深谷市仲町８番１９号

事業内容：建設工事・土木工事・一般住宅建築・リ
フォーム事業・宅地建物取引業
従業員：４７名
資本金：４０００万円

28

地球温暖化対策計画・実施状況報告

（事業内容、従業員数、
資本金等）

商 標 又 は 商 号
（ 連 鎖 化 事 業 者 の み ）

燃 料 等 使 用 量 の
原 油 換 算 の 合 計 量
（ 前 年 度 ）

15

大規模小売店舗面積
（単独で1,500KL未満で延床面

積 10,000m2 以上の 事業 所）

Ⅳ類

類別

（類別の説明）
Ⅰ類　A事業所のみを有する特定事業者
Ⅱ類　B事業所を有する特定事業者（Ⅲ類の事業者を除く）
Ⅲ類　C事業所を有する特定事業者
Ⅳ類　任意事業者

事 業 者 名 株式会社鈴木工務所

所 在 地

産 業 分 類 名
（ 中 分 類 ）

総合工事業

分 類 番 号
（ 中 分 類 ）

06

事 業 者 番 号 4089

kL／年

㎡ 

事 業 活 動 の 概 要



地球温暖化対策計画・実施状況報告（事業者用） 事業者（２）

（３）県内に設置している事業所

（自動転記)

（４）公表方法

（５）公表の担当部署

※　担当者個人のメールアドレスは記入しないこと。

（６）（Ⅳ類（任意事業者）のみ記入）県による公表の可否

日本工業規格Ａ列４番

1

アドレス

閲覧場所１

名 称
（複数可）

閲覧可能
時間１

閲覧場所２

所在地２

　事業所での備え置き
　（複数可　書ききれない場合
　　は別様としてください）

〇

県による報告書の公表を希望

株式会社　鈴木工務所（本社）

2

所在地１

インターネット利用による公表

電話番号 ＦＡＸ番号 E-mailアドレス※

048(571)0252 048(573)3421 soumu@suzukikoumusyo.co.jp

15

閲覧可能
時間２

本社　１階　受付

埼玉県深谷市仲町８番１９号

８：００～１７：００（平日のみ）

　その他

する

3

Ｂ、Ｃ事業所

Ａ、Ｂテナント等事業所

前年度の原油換算
エネルギー使用量

(ｋL)
事 業 所 名事業所番号

事業所
種別

総務部

連 絡 先

合計 15

A 408900



地球温暖化対策計画・実施状況報告（事業者用） 事業者（３）

２　地球温暖化対策推進における事業者の基本方針

３　地球温暖化対策における事業者の推進体制

４　計画期間中における事業者の温室効果ガス排出量（事業所合算）の推移

CO2換算（ｔ-CO2）

５　各事業所の計画

別紙　事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告　のとおり

日本工業規格Ａ列４番

株式会社鈴木工務所は全社の管理方針を受け、当社の業務並びに下記事項を考慮し
て地球温暖化対策の管理方針を定める。
A.業務の性質及び規模に対して適切である。
・環境に配慮した企業活動の継続的推進。
・電気エネルギーの節約、省エネルギーの推進。
・リサイクルの推進。
B.継続的改善及び職場環境の維持改善に配慮されている。
C.関連する法規制に則している。
「当社の管理方針」
目標の設定
①中期計画・・・５か年計画の中期目標の削減量　　５．０％とする。
②年度目標・・・中期目標を年度目標に区分　　　　１．０％とする。
達成状況を見て、必要があれば修正する。
③種類別に実施事項を設定する。

社長→地球温暖化対策推進者→各本部→各部→各課→事務局

３０年度
（2018年度）

３１年度
（2019年度）

29

２７年度
（2015年度）

エネルギー起源CO2

２８年度
（2016年度）

２９年度
（2017年度）

29

その他ガス

温室効果ガスの合計



日本工業規格Ａ列４番

計画書作成担当者連絡先詳細

文書等送付・連絡先詳細

取締役

048-571-0252

埼玉県深谷市仲町８番１９号

推進者
連絡先

地球温暖化対策推進者詳細

 現在選任している地球温暖化対策推進者の連絡先詳細を記入すること。

 地球温暖化対策計画書の作成担当者の連絡先詳細を記入すること。

連絡先
詳細

担当者が所属する事業者名称

所 在 地

担 当 者 所 属 部 署

担 当 者 職 名

株式会社鈴木工務所（本社）

推進者
連絡先
（複数選任し
ている場合）

※事業者全体を管理する者として、複数の地球温暖化対策推進者を選任している場合は、任意
に作成した様式により提出してください。

推 進 者 所 属 部 署

推 進 者 職 名

推 進 者 所 属 部 署

推 進 者 職 名

電 話 番 号

総務部

電 話 番 号

部長

048-571-0252

氏 名 岩崎　泰孝

氏 名 鈴木　克彦

※計画書作成担当者連絡先詳細の記載内容が転記されるので、必要に応じて修正。

株式会社鈴木工務所（本社）

埼玉県深谷市仲町８番１９号

総務部

部長

048-571-0252

048-573-3421

電 話 番 号

FAX 番 号

E-mail ア ド レ ス

連絡先
詳細

送付・連絡先事業者名称

所 在 地

担 当 者 所 属 部 署

担 当 者 職 名

soumu@suzukikoumusyo.co.jp

氏 名 岩崎　泰孝

 事業者あて公文書の送付・連絡先担当者の連絡先詳細を記入すること。

総務部

電 話 番 号

FAX 番 号

E-mail ア ド レ ス

部長

048-571-0252

048-573-3421

soumu@suzukikoumusyo.co.jp

氏 名 岩崎　泰孝


